
 

- 1 - 

宮古島市地域防災計画整備事業 特記仕様書 

 

第１章  総   則 

 

第１条（目 的） 
本事業は、東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）を受け、国の防災計画並びに沖縄県地域

防災計画が改定されたことを踏まえ、沖縄県域の大規模な地震津波発生によるリスクを把握し、

宮古島市（以下「本市」という）の地域特性をふまえた効果的な津波対策を検討するとともに、

平成 20 年 3 月策定の宮古島市地域防災計画（以下「市防災計画」という）に反映することを

目的として実施する。 

なお、市防災計画の見直し方針は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づく他、中央防災会

議が作成する防災基本計画並びに沖縄県地域防災計画に準じたものとする。 

 

第２条（適用範囲） 
本特記仕様書は、本市が実施する「宮古島市地域防災計画整備事業」（以下、「本事業」とい

う。）に適用するものである。 

 

第３条（準拠する法令等） 
本事業は、本特記仕様書に基づくほか、法令通達等に準拠して実施するものとする。 

 

第４条（疑義の協議） 
本事業の実施にあたり、本特記仕様書及び業務内容等に疑義が生じた場合は、そのつど、委

託者（以下、「甲」という。）と受託者（以下、「乙」という。）が協議し決定するものとする。 

 

第５条（作業計画） 
  乙は、本事業の実施に先立ち、以下の書類を速やかに甲に提出し、その承認を受けるととも

に、事業実施期間中は、進捗状況等を随時報告するものとする。また、その内容を変更しよう

とするときも同様とする。 

① 着手届 

② 管理技術者の通知書（経歴書含む） 

③ 業務工程表 

④ 業務実施計画書 

⑤ プライバシーマーク（JISQ15001）又は、情報セキュリティマネジメント（JISQ27001）

認証取得証明書の写し 

⑥ その他甲が必要とする書類 

 

第６条（工程管理） 
  乙は、本事業の実施にあたり、適切な工程管理をおこなうとともに、適宜甲に作業進捗状況

を報告するものとする。 
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第７条（貸与資料）  
甲より貸与される資料等について、乙はその重要性を充分認識したうえで破損、紛失等の 

ないよう慎重に取扱い、使用後は速やかに返却するものとする。 

 

第８条（交 渉）  
乙は、本事業を実施するにあたり、関係官庁並びに関係団体と交渉を要する時、または交渉

を受けた時は、遅滞なくその内容を甲に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

第９条（損害賠償） 
  乙は、本事業実施中に、甲及び第三者に損害を与えた場合は、必要な措置を講じるとともに、

速やかに甲にその状況を報告するものとし、損害賠償等が生じた場合は、乙において一切の 

処理を行うものとする。 

 

第 10 条（瑕疵担保） 
  乙は、本事業完了後であっても、乙の過失または疎漏に起因する不良個所が発見された場合

は、甲の指示により、必要な補足・修正を、乙の負担によりおこなうものとする。 

 

第 11 条（成果品の帰属） 
  本事業の成果品は、すべて甲に帰属するものとし、乙は、甲の許可なく公表、貸与、使用   

してはならない。 

 

第 12 条（情報の保護） 
乙は、本事業遂行中に知り得た情報を甲の許可なしに他に利用してはならず、情報保護及び

品質管理の観点から、プライバシーマーク（JISQ15001）又は情報セキュリティマネジメント

（JISQ27001）の認証資格を取得していなければならない。 

 

第 13 条（完了検査） 
  乙は、本事業の完了後、定められた形式の成果品を速やかに提出し、管理技術者立会いの  

うえ甲の検査を受けるものとする。 

２ 成果品について甲より補正の指示があった場合は、速やかに補正を行い、再検査の合格を 

もって作業の完了とする。また、乙は作業完了後に係わる諸書類を甲へ提出し、検査合格に  

より業務の完了とする。 

 

第 14 条（納期及び納入場所） 
  本事業の納期及び納入場所は、次のとおりとする。 

納  期   平成 25年 3月 29 日 

納入場所   宮古島市総務部総務課 防災危機管理係 

            〒906-8501 沖縄県宮古島市平良字西里 186 
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       電話 0980-72-3751 

 

第２章  事 業 内 容 

 

第 15 条（計画準備） 
乙は、事業を円滑かつ的確に実施することに留意して事業実施計画を作成し、適切に事業管

理を行うものとする。 
 
第 16 条（既存資料の整理） 

乙は、本事業の実施にあたり、必要となる資料を収集整理するものとする。 
 

第 17 条（市地域防災計画修正） 
現行の地域防災計画について、修正が必要な事項や課題点等を整理し、地域防災計画（案）

を作成するものとする。 
 
第 18 条（打合せ・協議） 

打合せ協議は、業務着手直後、会議等の開催前、納品時に行うほか、必要に応じて甲乙の協

議により随時行うものとする。 
 

第３章 成果品 
第 22 条（成果品） 

 乙は、甲が求める要求事項に適合した以下の成果品を納入するものとする。 
① 市地域防災計画修正素案及び修正案（MS-Word）  -----------------------------  １式 
② 市地域防災計画  ---------------------------------------------------------------------------  100 部 
  （本編・資料編） 
③ 上記の電子ファイル（MS-Word、PDF 形式） -------------------------------------  各１式 

 
以上 


